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原則なき海外からの援助・投資は、民主化・紛争解決を阻害し、

少数民族の人権侵害を加速する。
1   10月11日、日本政府の主催により、ミャンマーの支援に向けた関係国による支援会合が東京で開催され、世界銀行やアジア開発銀行など約30の債権国や国際機関が参加した。　　
日本政府は、この会合で、ミャンマーへの円借款について、ブリッジローン（つなぎ融資）を活用した返済や債務免除により、延滞債務解消のための措置を2013年1月に実施することを表明した。2013年のできるだけ早い時期に新たな円借款による電力や道路などインフラの整備などの支援を再開する方針を示した。関係国は、ミャンマーの国際社会への早期復帰を支援していくことで一致したという
。
東京に本拠を置く国際人権NGOヒューマンライツ・ナウは、現在のビルマの国内の状況に鑑みれば、日本や欧米等からの投資拡大が時期尚早であり、人権侵害を一層深刻で解決困難なものにする重大な危険性があることについて深刻な懸念を表明する。
2   そもそも、ビルマの人権侵害は未だに深刻な状態が続いている。
未だに、国際人権基準に合致しない弾圧立法は残されたままであり、権力を不当な人権弾圧から縛る法的なセーフガードがなく、自由な表現・政治的活動が保障されているとは言えない。また、カチン州や北シャン州においては未だに戦闘が続いており、武力衝突が絶えず、深刻な人権侵害が報告されている。停戦合意が締結された地域においても、例えばカレン州、シャン州において武力衝突が続いている地域も少なくない。
3   ビルマ現政権は停戦合意を優先させ、少数民族の権利・権限を明確に保障する包括的な和平解決の協定を締結しないため、停戦後の少数民族の人々は完全な無権利状態に置かれている。そのため停戦前より脆弱な立場に置かれ、一層深刻な迫害を受けている地域も少なくない。

停戦が実現した地域において、ビルマ国軍は撤退するどころか駐留を継続・増大させている。そうしたなか、軍の基地建設や関連施設の整備のために住民が強制労働を余儀なくされているのが実情である。　さらに、「開発」の下に、少数民族がこれまで生活の基礎としてきた資源や土地が奪われ、少数民族の生活の本拠が奪われる事態も報告されている。停戦後に、軍を主導とする鉱山や港湾の開発が進められ、開発予定地域周辺に居住する住民が強制的に移動を余儀なくされ、補償もほとんど支払われないまま生活の基盤を奪われる、という事態はビルマ全土で報告されている
。
こうした状況で、日本政府が2013年1月に延滞債務解消の措置を取ることは時期尚早であり、人権侵害に寛大であるという誤ったメッセージを送るに等しい。
4    こうした少数民族地域における国軍のプレゼンスの拡大と、少数民族の権限・権利が保障されていない現状において、日本・欧米を含む海外からの投資・開発が進むならば、「開発」の名の下に人権侵害が一層加速し、少数民族の権利を保障した紛争の平和的解決を進めるどころか、平和的な解決を著しく阻害することになりかねない。

これら地域の開発にあたっては、地域住民が意思決定に参加するプロセスを保障し、事前協議と自由意思に基づく同意を条件とするメカニズムが必要であり、かつ事前に環境・人権等へのネガティブ・インパクトに関するアセスメントがなされるべきであるが、そのようなメカニズムはビルマにおいてまったく構築されていない。
　さらに、開発プロジェクトに関する有効なモニタリング・メカニズムがドナーの側において確立されているとはいえず、援助の実施に関する透明性も欠如している。
特に、大きな犠牲を余儀なくされる危険性があるのは、ビルマの少数民族地域の多くの者が従事する農業セクターである。
ビルマの2008年憲法第37条によれば、ビルマにおけるすべての土地は国有とされており、土地を使用耕作している者には土地の権利が与えられず、土地の強奪に対して極めて脆弱な状況に置かれている。 2012年3月30日に施行された農地法は、18歳以上の市民で継続的に農業に従事している者に対し、その耕作する土地の「農業権」を取得することができることを認め、登録制度も創設された。しかし、多くの農民には、こうした法制度が周知徹底されておらず、「農業権」を取得することは著しく困難であり、この法律は人々の農地を守るセーフガードになっていない。
　さらに、土地の収用をめぐる補償に関する適正な基準も確立せず、土地をめぐる紛争を法的に解決するメカニズムとして、公平な司法システムが整備されているとも到底いえない状況である。
5  　過去のビルマにおける開発をみれば、天然資源等に関わる巨大開発が少数民族地域の人々の貴重な資源を奪い、その一方で少数民族地域の人々には何らの恩恵ももたらさない不平等な結果をもたらしたこと、開発の経過で土地の強奪、強制労働、拷問、レイプ、殺害等の極めて深刻な人権侵害が発生するのが常態であったことは明白である
。　こうした状況を暗に知りつつ、開発に関わってきた多国籍企業は、人権侵害の共犯者として強い社会的批判を浴び、法的な責任追及を受けてきた。こうした事態が本当に過去のものであり、こうした過去と現在の政権および軍が完全に決別したのか、明確な指標に基づいて慎重に吟味されなければならない。

6   以上のとおり、ビルマにおいて海外からの援助・投資による開発事業が加速すれば、現状の少数民族の無権利状態のもと、ビルマの人々の人権状況を一層深刻なものとし、環境破壊・紛争の助長につながる危険性がある。

欧米および日本の援助原則において人権尊重が基盤に置かれ、日本の政府開発援助大綱の援助実施原則には「環境と開発を両立」、「紛争助長への使用を回避」、「基本的人権及び自由の保障状況に十分注意を払う」ことが明記されている。また、多国籍企業に関しては、人権侵害に加担してはならないデューディリジェンス義務が国連においても明確な原則として確立されている
。

ヒューマンライツ・ナウは、ビルマの援助・開発に関わる、政府・多国籍企業に対し、こうした原則に基づき、現地の人々の人権、特に少数民族の人権に対する配慮・尊重を大前提とすることを求める。

各国政府・援助機関・企業は、少数民族の権利を阻害する危険性のあるプロジェクトについて慎重に再検討し、危険性が払しょくできない限りプロジェクトを停止すべきである。以下はいずれもプロジェクト実施の前提条件である。
1) 開発対象地域における少数民族と軍の包括的解決が実現していること
2) 地域住民が意思決定に参加し、事前協議できるメカニズムの構築

3) 事前の人権・環境に関するネガティブ・インパクトに関するアセスメントの実施

4) 人権侵害・環境破壊・援助の適正な実施に関する有効なモニタリング・メカニズムの確立
5) 地域住民が開発の犠牲にあわないようなセーフガードに関する政策の確立
特に、ダム建設、ガス、石油、天然ガス、鉱物等天然資源の採取を伴う大型開発事業やインフラ整備事業については、深刻な人権侵害につながる危険性が高いことから、格別に慎重な配慮をするよう、要請する。
以　上

参考事例　　　　開発の過程での人権侵害が問題となった現在および過去の事例

　　　　　　( 判決、報道、人権団体・コミュニティ団体のステートメント等から)

1. Monywa Copper Project の事例
ビルマ北部にあるザガイン管区のレッパダウン銅山では、ビルマ国内でも最大規模の銅採掘 プロジェクトであるMonywa Copper Projectのもと、多くの土地が人々から強制的に収奪されている。
　調べによると、中国の採掘会社Wan Baと、ビルマの軍が関与しているEconomic Holdings Ltd.とが共同で、7,800エーカー以上もの土地を差し押さえた。これにより20以上の地域が影響を受け、例えばWethmay村では2011 12月に、村人を強制移住させるために、政府が村の修道院を破壊し小学校からすべての道具や家具を持ち去るなどした。
これらの政府の行動に対し、この村では住民が一丸となって抗議運動を行い、まだ強制移住には至らずにすんでいるが、これまでに平和的な抗議運動を行っていた12人が逮捕された。
そのうち9人は一夜明けて解放されたが、3人は4日間勾留された。加えて、このプロジェクトに関連して、土地権活動家で以前政治犯として投獄されていたWai Lu氏が再び逮捕され、2週間にわたって拘留されるという事件があり、国内の注目を集めている。
　また、メディアに対する規制も厳しくなっている。2012年3月には、Wan Bao社とビルマ政府の汚職を報じたThe Voiceという民間新聞社が、鉱山省により告訴された。さらに、当プロジェクトは環境にも大きな悪影響を及ぼしている。水が汚染されているため、住民達はペットボトルの飲料水を購入しなければならず、金銭的余裕のない者は汚染された水を飲み続けることを強いられている
。
2.  Shwe Gas Project の事例
　独自の文化と言語を持つアラカン族の住むアラカン州では、アラカン州西海岸のベンガル湾と中国南部の雲南省を結ぶ東南アジア最大規模のガスパイプラインプロジェクトが2000年に決定した。当プロジェクトは2010年に本格的に始動したが、これに伴いパイプラインのルートを確保するため、大規模な土地の収奪、治安維持を目的とした軍隊の展開、強制労働などが行われていると指摘されている。例えば、2010年5月にはKyauk-phru町の50エーカーの土地が没収されたが、住民に代替居住地が提供されなかったばかりか、賠償金も支払われていない。住民たちは生活の糧を失い、子どもを学校に通わせることもできなくなっている。
　当プロジェクトの51パーセントのシェアを握る韓国の大宇インターナショナルは、2011年2月に採掘を始め、2013年完成を目指している。　プロジェクトに関して問題提起を行っている団体、Shwe Gas Movementによると、大宇インターナショナルはプロジェクトに関する情報や、プロジェクトが住民や環境に与える影響について一切公表しておらず、国際的なガイドラインや国際基準に違反している。　
3.  土地没収〜ターン族の居住地区における破壊的開発〜

ターン族（自称）：パラウン族（他称）。シャン州に居住する。ターン族は長い歴史を持ち、独自の言語、文字、独特の伝統文化、独自の領地を持ち、自給自足している。90%以上が仏教徒。
1. 土地没収の理由
　軍事キャンプ建設のため、政府の所得創出プロジェクトのためなど様々あるが、最も主要な原因は2000年からのターン族居住地区におけるビルマ軍キャンプの拡大である。
2. 土地没収の状況
　ターン地域で没収された土地は42,940エーカーに及ぶ。
　ターン地域の一般的な農民は平均5エーカーの農地を保有する。もし42,940エーカーの土地が没収されたとしたら、8,588世帯以上が土地を奪われ、生計を失い、半分、若しくはそれ以上の世帯が故郷を離れなければならなかったのである。
　ターン地域における過去9年間の土地没収の劇的な増加には、様々な事なる理由があるが根本的な理由は、シャン州北部のShweli川沿いの政府と中国との、大規模開発と資源採掘プロジェクトにある。
3. 土地没収により生じている問題
・地元民たちは軍による土地没収により何ら賠償を受けておらず、それどころか土地を没収されてから、住民たちは軍の為に自分たちの土地で、代償をうけることなく働かされている。
・農地が奪われ、貧困にあえいでいる
・子ども達は経済状況の為に学校に通えず、労働をせざるを得ない。
・居住区は天然ガスや石油などの資源に富んでおり、採掘のため、森林が破壊され環境に影響が出ている。
4.   Tigyit村における、ビルマ最大の石炭プロジェクト
1. Tigyitの炭坑の概要
　ビルマ政府によれば、Tigyit
には褐炭
2020万トンが埋蔵されている
。 毎日2,000トン近くの石炭を生産する、ビルマで最も大きな炭坑山である。1989年に発見され、2002年に発掘準備が始まった。
　炭坑は当初、中国国家重機会社などの複数の会社が建設した。
　現在、ビルマで稼働している唯一の石炭火力発電所である。
　このプロジェクトは、Tigyitに電力をもたらしたが、村民は土地、生計を失い、今や健康にも危害が及んでいる。

2.　炭坑プロジェクトにより生じた問題
(1) 強制移住
　石炭採掘プロジェクトのために２つの村が強制移動させられ、現在、他のいくつかの村も、炭坑の廃棄場が浸食しており、また採掘自体どこまで広がるのか誰も知らないために、切迫した脅威にさらされている。

　(ア) Taung Pola村の強制移住
2003年、石炭採掘プロジェクトが発掘準備を始め、24世帯が地元のYa Ya Ka（village State Peace and Development Council)の力によって追い出された。支援、再定住プログラムが提供される事はなく、賠償金はわずかだった。再定住の費用を抑えるため、村人の中には近くの農地に残ることを選択したものもいた。新しくかつての村の東の丘の上に住み始めた人々も、炭坑からの廃棄物の山が巨大化し、近づいているので再び移動しなければならないだろう。

　(イ) Lai Khar村の強制移住
2003年、人口200人だったLai Khar村は発掘会社によって移住を強制された。会社によって再定住プログラムが提供される事はなかった。近隣のTigyitやPyin Tharなどの村が、Tigyitの僧院の北にLai Khar村が移動するのを助けなければならなかった。
(2) 土地押収
炭坑及び発電所は現在500エーカー以上の地元の農地を使っている。会社は、地方自治体とともに農民に圧力をかけ、安価でこれらの農地を強制的に売らせた。鉱業省によって奪われた土地もあった。村民達は、土地をなくし、牛を売らざるを得ず、飢えに苦しんでいる。

 (3) 電気コンベヤーのコミュニティへの脅威
炭坑からの石炭は1.5マイルの長さのコンベヤーベルトによって発電所まで運ばれる。自治体は、もし牛や水牛によってコンベヤーが破壊されたら、飼い主は起訴されるという。石炭を運ぶコンベヤーには屋根があるものの、廃棄物を運ぶコンベヤーには屋根がなく、これらはコミュニティの道路に沿って設置されているため、子どもを含め人々、また動物にとっても危険である。

(4) 耕作に対する脅威
　石炭は、茶畑の下の地下トンネルから採掘される。地下には４フィート四方の穴やトンネルがほられているので、村人たちは土地崩壊の恐れにさらされている。
　また、採掘された石炭は、発電所に輸送されるまで、農地の横に積み上げられるためん、石炭が土壌の質を落とし、畑に水が流れ込むのも防いでしまう。排水や灰は水流の近くに廃棄され、汚水も土壌を破壊している。

(5) 失業者の増加
　６つの村の村民は土地を奪われ、新たな生活の糧を探さなければならない。企業は石炭採掘プロジェクトが地元の人々にも新たな職を提供していると言うが、1000人の村民が農業生活を奪われたのに対し、プロジェクト全体として500人の人々しか雇用されていない。炭坑と発電所で働く多くの人々は地元の人々ではない。
　村民達は、収入の糧を失い、子ども達を学校に通わせる事が出来ない。家族を支える為に子ども達も親とともに働かなければならなかったり、兄弟の面倒をみたり、家事をしなければならないのである。

(6) 大気汚染による健康への脅威
　毎日石炭を運ぶトラックが村を汚染している。粉塵が充満し、水源、家々や野菜畑に付着し、人々の健康を脅かしている。Taung Pola村の子ども達はTigyitにある学校に通う為に、毎日炭坑地域を通らなければならない。子ども達は、塵の雲の中を歩かなければならず、雨期にはぬかるみの道を歩かなければならないのである。
　炭坑の廃棄物は発電所の東、Pyin Thar村とTaung Pola村の間に廃棄されている。
　フライアッシュと呼ばれる、飛散灰もまた健康にとっての脅威である。同時に、発電所の石炭の山が有毒ガスを大気中に放出しながら度々自然燃焼をする。また、石炭が動力の発電所は、人体と環境に著しく有害な水銀、セレンや　を大気中に放出するが知られている。
　昨年から、発電所の周辺住民に発疹が出るケースが増えており、現在50%の人々に発疹が出ている。企業はこうした人々に対する支援を何ら提供していない。
　炭坑や発電所の周りには多くの野菜畑があり、石炭のほこりによって覆われている。
(7) その他の問題
・発電所からの煙による酸性雨
・水質汚染と水不足
・騒音
・文化的建築物の破壊
5．　ユノカルケース(The Yadana Gas Project)
1. The Yadana Gas Projectの概要

　　The Yadana Gas Projectは1990年代初頭にはじまり、ビルマのアンダマン海からタイへ天然ガスを輸送することを目的としていた。
ビルマの軍事独裁政権は国営の石油会社ミャンマー・オイル・アンド・ガス・エンタープライズ(ミャンマー・オイル)を設立し、国の石油・ガスの生産・販売に乗り出した。1992 年、フランスの石油会社トータルSAは、ビルマ南部沿岸部のヤダマ平原から採れる天然ガスの精製、運搬・販売のライセンスを得、同年、ユノカルはこのうち28%のシェアを獲得、100%子会社を設立して精製・販売にあたらせた。当プロジェクトは複数の企業、Total（フランス）、Unocal（アメリカ、2005年にChevronの子会社となる）、PTTEP（タイ）、ミャンマー・オイル（ビルマ）によって運営されていた。

しかし、このプロジェクト遂行にあたり、軍事独裁政権は、パイプラインルート周辺に住む住民・家族を強制的に何らの補償もなく居住地から追いたてて土地を没収、パイプライン建設のためのインフラ整備のための強制労働に従事させていた。そして、これに従わない者は投獄されその場で処刑され、レイプ、拷問をされるなどの甚だしい人権侵害が行われていた。
。
2. ユノカルケース　(Doe v. Unocal)
こうした人権侵害を受けた周辺住民は、米国連邦裁判所に対し、外国人不法行為請求権法(Alien Tort Statute/ Alien Tort Claim Act)を根拠として、ユノカル社を被告とする損害賠償請求訴訟を提起した。

連邦地方裁判所はUnocal社がプロジェクトに関連する治安維持の為にビルマ軍が動員され、軍が人権侵害をはたらいていたという事実を認識しており、これらの軍の行動により間接的に利益を得ていたと断定した。しかし、Unocal社が実際に軍を指揮していたわけではないため、Unocal社に責任を負わせることはできないとした。

地方裁判所の判決を不服とした原告側は、第9巡回区連邦控訴裁判所(The US Court of Appeals for the Ninth Circuit)へと控訴した。
  2002年9月18日、控訴裁判所は地方裁判所の判決を取り消し、管轄権を認めた。

控訴裁判所は、Unocal社は積極的に軍の人権侵害を共同実行していたわけではないものの、拷問、殺人、強制労働、強姦など、強行規範に違反する重大な人権侵害が行われていることを認識しており、プロジェクトの続行によってこれらの人権侵害に対する幇助責任を負う、と判断した。
　　2005年3月、原告側とUnocal社は和解に達し、被害者に対して巨額の賠償金が支払われた。また、詳細は公表されていないが、被害者の生活状況、健康管理、教育の向上のための資金も提供された
。
6. 　ミッソンダム(Irrawaddy Myitsone Dam Project)の事例
　　Irrawaddy Myitsone Dam Projectは、ビルマ政府及び中国国営の中国電力投資公司(CPIC)により、ビルマ北部カチン州を流れるIrrawaddy川本流1か所、支流6か所にダムを建設する計画である。本流に建設が計画されていたミッソンダムは完成すれば世界有数の高さを誇るダムとなり、生産された電力は大部分が中国に輸出される予定であった。当プロジェクトをめぐっては様々な問題が報告され、国際的な批判を集めた。まず、47村に住む約1万5,000人が移住対象となり、2010年12月の時点で6つの村が移転させられたとの報告もある
。移転先には農地がなく、住民は生活の糧を失った。また、飲料水も不足し、病院や学校などの基本的な生活基盤も整っていない。加えて、766平方キロメートルという巨大な貯水池の出現によって、農地や漁場などが失われたほか、周辺の自然環境も著しく破壊された
。
　　当プロジェクトに対しては、アウンサンスーチー氏をはじめとして国内外から強い批判が寄せられた。これを受け2011年9月30日、テインセン大統領は、2015年までの任期の間、ダム建設を一時中断する命令を出した
。しかしながら、すでに強制移住させられた2000人以上の住民に対する帰還許可は出ておらず、以前住んでいた村に帰ろうとしていたTang Hpre村の住民たちは、軍隊によって帰還を阻止されたとの報告もある。加えて、ダム建設の一時中断の命令が出た後も、中国電力投資公司の職員2000人のうち200人がダム建設予定地周辺にとどまっており、中国国内には近々命令が解除されるとの見方もあるとされており
、事態の今後の推移を注視する必要がある。
7.   バルーチャン第二水力発電所の事例
　　バルーチャン第二水力発電所(Baluchaung/ Lawpita No.2 Hydropower Plant)は、カレニ州で最初の大規模な水力発電プロジェクトで、第二次世界大戦後の日本からビルマへの戦後賠償金を使って建設された。
カレニ州はビルマの東端に位置し、カヤ族を中心に、いくつかの少数民族が稲作、狩猟、漁業、採集などで生計を立てていた。しかし、当プロジェクトに伴い、これまでに1万2000人以上の住民が家を追われ、それに対する補償金は支払われていないと報告されている
。また、警備のために村には何千人ものビルマ軍が集められ、住民が強制労働、性的暴力、超法規的殺人などの被害にあっている。さらに、水力発電所の周辺には1万8000個もの地雷が埋められたと見られており、強制移住をさせられた人々の帰還を不可能にしているばかりか、地雷による死傷者も多く出している。

　　河川の水は水力発電に優先して使用されるため、周辺住民は水不足に苦しんでいる。また、ダム建設によって、大規模な洪水も起こるようになった。特に2011年9月の大雨の際には、軍が事前の警告なしにダムを開放し、下流の家々や畑に壊滅的な洪水被害をもたらした。このような大きな代償にも関わらず、生産されたほとんどの電力はビルマ中心部に送られるため、周辺住民の約80％は依然電力へのアクセスのない環境で暮らしている。

　　以上のようなダム周辺の人々に対する著しい人権侵害の現状にも関わらず、日本の外務省は2011年10月21日、ビルマ政府の民主化が進んでいるとして、バルーチャン第二発電所の補修計画に政府開発援助(ODA)を提供する考えがある事を発表した。カレニ州の市民団体のネットワークであるBurma Rivers NetworkとKarreni Development Research Groupは、バルーチャン第二水力発電所のプロジェクトが地元の人々に利益をもたらしていないばかりか、人々の深刻な人権侵害につながっていると訴え、日本政府に対し、ODA再開に先立ち、バルーチャン第二水力発電プロジェクトに伴う人権侵害の状況について詳細に調査することを求めている
。
� http://www.mof.go.jp/international_policy/convention/other/myanmar_houdou.htm





� HRN2012年調査(カレン族等)。シャン族について� HYPERLINK "http://www.shanhumanrights.org/" �http://www.shanhumanrights.org/�。


さらに、別紙参照。


� ユノカル事件　http://www.earthrights.org/legal/doe-v-unocal-case-history





�　企業と人権に関する国連指導原則(Guiding Principles on Business and Human Rights: Implementing the United Nations “Protect, Respect and Remedy” Framework（A/HRC/17/31, 21 March 2011) 





� アジア太平洋地域の団体のネットワークとして、ビルマの民主化と人権問題に取り組むビルマ・パートナーシップが2012年10月8日に発表した声明等参照。


�ターン学生青年機構（TSYO）の2011年11月の報告。


� Tigyit村：人口約3000人、シャン(Shan)族、パオ(Pa-Oh)族、タンヨー（Taung Yoe）族、ビルマ族が居住。40歳以上のほとんどの人は文盲である。Tigyitの半径5マイル内には25の村があり、およそ12,000人の人々が暮らしている。茶葉の生産で有名。近郊の町にジャガイモも輸出している。Balu（Indein)川、などの近郊の村は農業、輸送、沐浴のために川の水を使っている。


� 褐炭：柔らかく茶色い石炭。4種の石炭の中でエネルギーの単位につき、二酸化炭素を最も多く排出し、最も汚染するタイプ。自然燃焼しやすい。


� 鉱業省のリストには、実際に採掘されている大規模採掘場所すら入っていないので、正確性は疑わしい。


� Earthrights International “The Yadana Pipeline,” � HYPERLINK "http://www.earthrights.org/campaigns/yadana-pipeline" �http://www.earthrights.org/campaigns/yadana-pipeline�


� Earthrights International, “Final Settlement Reached in Doe v. Unocal,” � HYPERLINK "http://www.earthrights.org/legal/final-settlement-reached-doe-v-unocal" �http://www.earthrights.org/legal/final-settlement-reached-doe-v-unocal� 


� メコン・ウォッチ　「イカラディ川ダム開発」� HYPERLINK "http://www.mekongwatch.org/report/burma/irrawaddy.html" �http://www.mekongwatch.org/report/burma/irrawaddy.html�


� 同上


� Democratic Voice of Burma, “China-backed Myitsone dam ‘Suspended’,” 30 September 2011, � HYPERLINK "http://www.dvb.no/news/china-backed-myitsone-dam-%E2%80%98suspended%E2%80%99/17887" �http://www.dvb.no/news/china-backed-myitsone-dam-%E2%80%98suspended%E2%80%99/17887�


� Kachinnews, “200 Workers still at Myitsone Dam Site, Chinese Expert Suspension to be lifted,” � HYPERLINK "http://www.kachinnews.com/news/2265-200-workers-still-at-myitsone-dam-site-chinese-expect-suspension-to-be-lifted.html" �http://www.kachinnews.com/news/2265-200-workers-still-at-myitsone-dam-site-chinese-expect-suspension-to-be-lifted.html�


� Burma Rivers Network, “Dammed by Burma’s Generals,” � HYPERLINK "http://www.burmariversnetwork.org/images/stories/publications/english/dammed-english.pdf" �http://www.burmariversnetwork.org/images/stories/publications/english/dammed-english.pdf�


� Burma Rivers Network, “Japan Should Investigate Abuses at Burma Hydropower Project before Considering New Support,” 2 November 2011, � HYPERLINK "http://www.burmariversnetwork.org/actions/press-releases/23-press-releases/736-japan-should-investigate-abuses-at-burma-hydropower-project-before-considering-new-support.html" �http://www.burmariversnetwork.org/actions/press-releases/23-press-releases/736-japan-should-investigate-abuses-at-burma-hydropower-project-before-considering-new-support.html�





